
魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

実 施 方 法

住宅を取得する転入者に対し、住宅取得費の一部を助成することにより定住促進をはかる。また、まちなか区域内で隣地を購入し、住宅を新・増築する者に対し費用の一部を助成し、まち
なかの居住推進及び活性化をはかる。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1031

高嶋 正司

課 名 等 都市計画課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 8.住宅取得支援事業

開始年度 平成20年度 終了年度事 業 期 間 平成22年度

コード１ 03040300

事 務 事 業 名 住宅取得・まちなか居住支援事業

事 業 コ ー ド 22201102

部 名 等 産業建設部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

222011

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001080401コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ４．負担金・補助金

１．住宅管理費

建築住宅係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

４．住宅費

第２節 快適にくらせるまちの形成

項

基 本 事 業 名 住まいづくりの情報提供、助成制度の充実

款

計画

８．土木費

区 分 住宅（支援策）

施 策 名 ２．住宅対策の推進

目

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

・市内で住宅を取得する転入者
・まちなか区域内で隣地を購入し、住宅を新・増築する者

① 転入新築世帯数 戸 18 25 30 30 30

➡
活
動
指
標

補助交付申請件数 件①

② 補助交付金 千円

0 11 25 0

11,000 5,000 0

12

0 4,400

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 補助金交付数（総数） 戸 12 0

3 5 0

0 10 25

戸 0 10まちなか加算補助交付数

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

住宅の取得や活用についての情報や情勢制度の充実により、住宅取得者が増加しています。

都市基盤が充実し、市民がゆとりと潤いに満ちたくらしをしています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

0

0 0 0

0

0

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 11,000

0

⑷一般財源 0 4,400 11,000 5,000 0

(千円)

0 4,400 5,000

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 0

市内の定住促進とまちなか居住推進のため
平成20年度から新規事業として実施

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 0

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 0

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 0

0

300 300 300 0

2 3 3

1,262 1,262 1,262 0

5,662 12,262 6,262 0

4,205 4,205 0

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

申請書の内容を審査して、適正であれば申請内容に応じて補助金を交付する。

＊平成21年度の変更点

特になし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

転入者の定住促進
まちなかへの居住を推進し活性化を図る。

（富山市・高岡市）は中心市街地活性化、（射水市・氷見市）は転入世帯に補助を実施して
いる。

議員からは窓口において口頭であるが、申請が予算を上まわる場合には補正予算での対応を希望された。
把握している

把握していない

平成20年度は開始したばかりで周知されておらず、１年間で予算額5,000千円で足りたが、平成21年度は認定ベースだが4月の時点で既に2,000千円になっ
ており予算は早々になくなりそうなため補正するのか対応を迫られる。
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

人口増加のために市外からの転入者や衰退する街中（旧市街地）の空き地を活性化させる目的で、平成20年度から
開始した事務事業であり、市外からの転入者はいるがまちなかの空き地利用には繋がっていない。
今後、この制度を広く周知させて、まちなかの未利用地を活性化させる必要がある。

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 20

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担なし

適正化の余地なし

説
明

受益者は、補助対象者に限定されるが、補助事業であるため負担を求めることは適当でない

受益者は、補助対象者に限定されるが、補助事業であるため負担を求めることは適当でない

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

住宅の取得助成制度により、市内及びまちなかの定住者が増加する。
まちなかの活性化につながる。

●

●

○

○

○

なし
説
明

２２年度までの事業であり成果が無ければ廃止する。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

●

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

低下

なし
説
明

最小限の人数と時間で業務を行っており、削減できない。

「市内定住促進事業」と「まちなかの活性化事業」と別々に新たな施策に取組む

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

平成22年度

○

終了

⇒⇒⇒⇒⇒⇒

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

補助申請と実績報告を兼用したりし、提出書類や事務も簡素化しており、これ以上はむずかしい。
次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

な
し

大

予定では事業の最終年度であるため、この制度を存続させるのか検討が必要。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○
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○ ○ ● ○

②

③

③

②

③

●

○

富山市、黒部市、小矢部市で実施しており、建築士の設計した一戸建ての木造住宅で、20万
円～50万円を補助している。
また、県の市町村まとめ窓口は、森林政策課木材利用推進係である。

把握していない

4,205 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入) ◆県内他市の実施状況

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

特になし
把握している

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

3,077 4,177 4,177 4,177

1,177 1,177

2

280 280 280 280

1,177 1,177

環境の変化なし ②事務事業の年間所要時間 (時間) 140

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 561

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 1,861

(千円)

3,000 3,000 3,000

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2 2 2 2

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計） (千円) 1,300 1,900

0

⑷一般財源 (千円) 1,300 1,900 3,000 3,000 3,000

0 0

0 0 0 0 0

⑶その他(使用料・手数料等)

0 0 0 0

0 0

0

⑵地方債

◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか）
財
源
内
訳

⑴国・県支出金 (千円)

(千円)

職員の事務提案より、当初、若者の住宅取得支援策を立案していたが
魚津市独自施策とするため、平成17年度から林産業振興を兼ねた新規事業として実施。

(千円)

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

住宅の取得や活用についての情報や助成制度の充実により、住宅取得者が増加しています。

3.20 3.20

164.54 210.92 280.00

（申請数/木造住宅建築数） 利用率 ％ 2.05 2.40 3.20

280.00 280.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

魚津市産木材の利用量を増やす。
魚津産材を利用した住宅を増やす。

① 魚津市産木材の使用量 ㎥

1,900 3,000 3,000 3,000② 補助交付金 千円 1,300

6 8 8 8① 補助交付申請件数 件 5

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

➡
活
動
指
標

①事業認定申請の受付・審査・事業計画認定。
②補助金交付申請受付・事業実績報告を受け現場検査、請求書の提出を受け補助金交付。

＊平成21年度の変更点

変更なし

250 250 250 250① 木造住宅の新設住宅着工戸数 戸 244

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

➡
対
象
指
標

新築（増築・改築）する1戸建て木造住宅

◆事業概要（どのような事業か）

単
位

実績 計画

この事業は、魚津市産木材を使用した住宅を建設することで、地元産の木材利用促進および関連産業の活性化と、良質な木造住宅の建設促進を目的としている。
魚津産木材を一定以上使用し、個人住宅を建設（新築・増築・改築）する方へ補助金を交付すること。

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

目 １．住宅管理費

電 話 番 号 0765-23-1031 基 本 事 業 名 住まいづくりの情報提供、助成制度の充実

４．住宅費

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 ４．市直営 記 入 者 氏 名 池上 嘉津幸 区 分 住宅（支援策）

建築住宅係 施 策 名 ２．住宅対策の推進 項当面継続 業務分類 ４．負担金・補助金 係 名 等事 業 期 間 開始年度 平成17年度 終了年度

政 策 名 第２節 快適にくらせるまちの形成 款 ８．土木費予 算 書 の 事 業 名 8.住宅取得支援事業 課 名 等 都市計画課

政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計 一般会計事 務 事 業 名 うおづの木利用促進事業 部 名 等 産業建設部

222011 予算科目 コード３ 001080401コード１ 03040300 政策体系上の位置付け コード２

20

事 業 コ ー ド 22201102 部･課･係名等

平成 21 年度 （平成
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○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

● 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

な
し

高い

説
明

受益者は、補助対象者に限定されるが、補助事業であるため、負担を求めることは適当でない

○ 平均

低い

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から） 魚津市産木材を使用した住宅建設を促進することに関しては、一定の効果が上がっていると考えられる。
ただし、PR不足の感は否めないので、定期的に市広報などでPRすることが必要である。 二次評価の要否

特定受益者な
し・負担なし

説
明

受益者は、補助対象者に限定されるが、補助事業であるため、負担を求めることは適当でない

不要
適正化の余地なし

木材の産地や使用量を審査する必要があり事務費の削減はむずかしい

中･長期的
（３～５
年間）

事業効果や事業期間を精査する。 成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

最小限の人数と時間で業務を行っており、削減できない。

コストと成果の方向性

【効率性の評価】

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成22
年度）

事業のPR活動を強化する。 コストの方向性

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

なし
説
明

現在、「魚津市まちなか居住・住宅取得支援制度事業」と連携しており、今より効果が高まる可能性がある他の事務事
業はない。

○

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

○

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明） ○

○ 終了 ○ 廃止

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 年度

○ コスト削減の余地あり

なし
説
明

魚津市産材の流通促進を図る必要がある。 ④ 公平性 ● 適切 ○ 受益者負担の適正化の余地あり

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明） ③ 効率性 ● 適切

○ 目的廃止又は再設定の余地あり

【有効性の評価】 ② 有効性 ● 適切 ○ 成果向上の余地あり

●

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ○

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

★ 評価結果の総括と今後の方向性

① 目的妥当性 ● 適切

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当
低
い
が
､
影
響
大

○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ○

根拠法令等を記入
○

○

直結度中 ○

直結度小 ○

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か） ●

民
間
不
可

法令などにより市による実施が義務付けられている ○

●
法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○

○

一
部
に
あ
る

小

直結度大
説
明

魚津産材を使用することで補助金がもらえるため、住宅取得者増加に影響している。

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

平成 21 年度 （平成 20
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

市営住宅の入居者に関する管理を行う事業であるため、他市の管理状況、滞納整理方法など一部参
考にしている。

把握していない

4,205 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入) ◆県内他市の実施状況

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

市民や議会から建物の老朽化で傷みがひどいことと、政策空家が多いことから、地域の住環境の悪化を招いており、施設の存続について方針を求められている。
把握している

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

27,075 26,588 26,588 26,588

14,465 14,465

4

3,440 3,440 3,440 3,440

14,465 14,465

公営住宅の本来の目的は、低所得層に優良な住宅を低廉な家賃で供給することにあるが、近年ではバリアフリー対応、高気密性住宅など、多様な付加仕様が求められ
ている。また、入居者の収入の下限がなく、無収入の者でも入居できること、及び最近の経済不況により滞納が生じやすい状況となっている。今後も老朽化していく市営
住宅に対し修繕箇所の増加が懸念されるにもかかわらず、現在の市の財政状況下においては修繕費の増額は難しい。

②事務事業の年間所要時間 (時間) 3,440

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 13,794

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 25,374

(千円)

12,123 12,123 12,123

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 4 4 4 4

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計） (千円) 11,580 12,610

12,123

⑷一般財源 (千円) 0 0 0 0 0

11,580 12,610

0 0 0 0 0

⑶その他(使用料・手数料等)

0 0 0 0

12,123 12,123

0

⑵地方債

％ 96.90% 97.98%

◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか）
財
源
内
訳

⑴国・県支出金 (千円)

(千円)

市営住宅の建設によって開始。 (千円)

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

安全で快適な市営住宅が整備されています

87,500 87,600

98.31% 98.43%収納率

98 90 90

98.20%

家賃収入額 千円 85,584 87,286 87,400

90

36 34 32

90

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

・市営住宅を適切かつ公平に管理し、入居者が安全で快適な生活を送れるようにする。
・市営住宅の使用料の滞納を減らす。

① 修繕件数 件

滞納者数 人 47 38

89,086 89,000 89,000 89,000② 家賃調定額 千円 88,321

90 90 90 90① 年間修繕依頼件数 件 98

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

➡
活
動
指
標

①住宅の修繕
②家賃の算定・収納
③滞納徴収事務
＊平成21年度の変更点

変更なし

535 508 508管理戸数 戸 541 535

404 402 402 402① 入居世帯数 世帯 406

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

➡
対
象
指
標

①市営住宅の入居者
②市営住宅施設

◆事業概要（どのような事業か）

単
位

実績 計画

市営住宅の入居に関する管理業務及び施設の維持管理業務。
・入居の受付、審査、決定等の事務、家賃の算定、家賃収納、滞納徴収、入居者トラブル苦情処理、などの入居に関する管理業務。
・給水施設・浄化槽の法定検査、除草・樹木剪定、排水管清掃、雨漏り水漏れ修理、設備器具の故障修理、退去後修繕などの施設維持管理業務。 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

目 １．住宅管理費

電 話 番 号 0765-23-1031 基 本 事 業 名 多様な形態に対応した市営住宅の整備

４．住宅費

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 ４．市直営 記 入 者 氏 名 高嶋 正司 区 分 住宅（整備）

建築住宅係 施 策 名 ２．住宅対策の推進 項当面継続 業務分類 １．施設管理 係 名 等事 業 期 間 開始年度 昭和２９年 終了年度

政 策 名 第２節 快適にくらせるまちの形成 款 ８．土木費予 算 書 の 事 業 名 2.住宅一般管理費、3.市営住宅維持管理事業 課 名 等 都市計画課

政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計 一般会計事 務 事 業 名 市営住宅維持管理事業 部 名 等 産業建設部

222022 予算科目 コード３ 001080401コード１ 03040300 政策体系上の位置付け コード２

20

事 業 コ ー ド 22202204 部･課･係名等

平成 21 年度 （平成
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【2枚目】

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

平
均

高い

説
明

家賃については公営住宅法で定められており面積、経過年数、立地条件により算定している。

● 平均

低い

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から） 指定管理者制度への移行は、入居者の決定など公営住宅法で市で行うこととされている事務を指定管理者に行なわ
せることは適当でない（平成16年3月31日付け国土交通省住宅局長通知）ので、実質的に困難である。
また、平成17年6月の公営住宅法改正で導入された「管理代行制度」も適当な受託者がいない状況であるので、管理
は直営で行なっていく必要がある。
住宅使用料に関しては、平成20年4月に住宅使用料滞納整理事務処理要綱を策定しており、収納率の向上及び滞納額
の減少を図っているところである。

二次評価の要否
特定受益者あ
り・負担あり

説
明

市営住宅入居者が受益者。
・家賃は収入により国の法律で決まっている。
・修繕については要請の度合いにより特定の入居者に受益が偏ってしまうことがあり、負担割合などで適正化することも必要。
・退去の際の修繕費用の入居者負担割合の見直しを検討する。 不要

適正化の余地あり

今後、指定管理者による管理を目指したいが、住宅管理に多くの課題をかかえており、これらの解消を図らなければ制度導入は考
えられない。よって課題が解消されるまでは直営による管理を行なう。

中･長期的
（３～５
年間）

管理戸数の適正化と施設の計画的な修繕 成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

恒常的な業務の割合が多く、業務時間を減らす事は困難。これからは入居申込の増加が予想され、対応・処理に人員をかけなけ
ればならくなる事が予想される。

コストと成果の方向性

【効率性の評価】

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成22
年度）

老朽化した市営住宅を解体し管理戸数を減らすと共に、環境の改善を図る コストの方向性

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

削減

あり
説
明

あり
説
明

市営住宅整備事業で施設を改善することが維持管理費節減に効果がある ○

●

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

○

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明） ●

○ 終了 ○ 廃止

⑵ 今後の事務事業の方向性

○ 年度

● コスト削減の余地あり

あり
説
明

収納率の向上。バリアフリー化など計画的改修が必要 ④ 公平性 ○ 適切 ● 受益者負担の適正化の余地あり

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明） ③ 効率性 ○ 適切

○ 目的廃止又は再設定の余地あり

【有効性の評価】 ② 有効性 ○ 適切 ● 成果向上の余地あり

●

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ○

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

★ 評価結果の総括と今後の方向性

① 目的妥当性 ● 適切

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当
低
い
が
､
影
響
大

○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ○

根拠法令等を記入
公営住宅法21条（修繕義務）、入居者の募集及び（選考・決定）については公営住宅法22・25条により市が行なわなければならな
い。同法48条により管理に必要な事項を魚津市営住宅管理条例で定めている。

○

○

直結度中 ○

直結度小 ○

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か） ●

民
間
可
能

法令などにより市による実施が義務付けられている ○

○
法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○

○

一
部
に
あ
る

大

直結度大
説
明

住宅に困窮する低額所得者に対し低廉な家賃の賃貸住宅を供給することを目的に建設された市営住宅を、良好に維持管理す
ることで、入居者が安全で快適な生活ができるよう居住環境の向上を図る。

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

平成 21 年度 （平成 20
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

市有施設の維持管理整備を行う事業であり、管理戸数、建設年等に他市との共通性がないた
め、把握の必要性はない。

把握していない

4,205 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入) ◆県内他市の実施状況

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

市議会からは、老朽団地の建替えや、まちなかでの市営住宅の建設について要望の質問あり。
把握している

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

21,936 23,964 14,464 54,164

3,364 3,364

3

800 800 800 800

3,364 3,364

公営住宅を整備する本来の目的は、低所得者層に優良な住宅を低廉な家賃で供給することにあるが、近年ではそれに加えて、街なか居住の推進、高齢者･
障害者対応、ＤＶ被害者・犯罪被害者の自立支援等、多様な役割が求められている。

②事務事業の年間所要時間 (時間) 1,300

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 5,213

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 19,291

(千円)

20,600 11,100 50,800

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 4 3 3 3

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計） (千円) 14,078 18,572

10,800

⑷一般財源 (千円) 9,078 0 0 0 18,000

5,000 18,572

0 0 0 0 12,100

⑶その他(使用料・手数料等)

0 0 12,100 0

8,500 11,100

9,900

⑵地方債

◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか）
財
源
内
訳

⑴国・県支出金 (千円)

(千円)

市営住宅の建設によって開始。 (千円)

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

安全で快適な市営住宅が整備されています ・住み続けたいと答えた居住者の割合
・快適で安全であると答えた居住者の割合

77.02 89.75 100.00 100.00

8,200

100.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

トラブルや危険箇所が改善され施設の維持管理費が軽減できる。
居住水準が向上し、快適に生活できる。

① 実施率（改修・更新工事/予算額） ％

予算額 千円 18,278 11,000

9,872 8,200 11,100 50,800② 改修・更新等工事費 千円 14,078

14 3 3 3① 改修・更新等団地数 戸 3

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

➡
活
動
指
標

・年次計画によって改修工事、更新工事等を実施
住宅火災警報器取付、道下団地給水ﾎﾟﾝﾌﾟﾕﾆｯﾄ取替、六郎丸団地ｶﾞｽ配管改修、青島団地ｶﾞｽ配管改修

＊平成21年度の変更点

青島団地屋上防水の修理、青島団地物置の建替え、西川原団地老朽住宅解体、天王団地駐車場造成

531 525 519管理戸数 戸 541 535

14 14 14 14① 団地数 箇所 14

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

➡
対
象
指
標

市営住宅の施設や設備

◆事業概要（どのような事業か）

単
位

実績 計画

市営住宅施設及び共同施設の整備工事（大規模な修繕・経年改修・更新・解体等）

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

目 １．住宅管理費

電 話 番 号 0765-23-1031 基 本 事 業 名 多様な形態に対応した市営住宅の整備

４．住宅費

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 ４．市直営 記 入 者 氏 名 池上 嘉津幸 区 分 住宅（整備）

建築住宅係 施 策 名 ２．住宅対策の推進 項当面継続 業務分類 １．施設管理 係 名 等事 業 期 間 開始年度 昭和27年度 終了年度

政 策 名 第２節 快適にくらせるまちの形成 款 ８．土木費予 算 書 の 事 業 名 4.市営住宅整備事業 課 名 等 都市計画課

政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計 一般会計事 務 事 業 名 市営住宅整備事業 部 名 等 産業建設部

222022 予算科目 コード３ 001080401コード１ 03040300 政策体系上の位置付け コード２

20

事 業 コ ー ド 22202201 部･課･係名等

平成 21 年度 （平成
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【2枚目】

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

平
均

高い

説
明

経年劣化した施設を良好な状態に改修・改善する事業であり、受益者（入居者）の負担はない

● 平均

低い

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から） 必要最小限の維持修繕と同様な工事を行なっている現状であり、耐用年数を超えた市営住宅をどのようにするか本
腰を据えた抜本的な住宅改築整備計画が必要である。 二次評価の要否

特定受益者あ
り・負担なし

説
明

公営住宅であるため、管理者である魚津市が修繕整備する義務がある。ただし、入居者の責に帰する場合はこの限りで
はない。（法21条ただし書き）

必要
適正化の余地なし

すでに、直接市職員が現場調査し、工事内容や工法、費用対効果を判断して、必要最小限の工事費用に努めているので
削減の余地はない。

中･長期的
（３～５
年間）

老朽団地の建替えを含めた、整備方針の検討 成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

小規模のものは仕様書による見積書徴収により工事を発注するなど、設計や入札事務の簡素化を行っているが、これ以
上人件費を削減できる余地はない。

コストと成果の方向性

【効率性の評価】

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成22
年度）

なし コストの方向性

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。 ○

●

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

○

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明） ○

○ 終了 ○ 廃止

⑵ 今後の事務事業の方向性

○ 年度

○ コスト削減の余地あり

あり
説
明

居住水準の向上を図るため、施設の改善や老朽団地建替えなど計画的に実施する。 ④ 公平性 ● 適切 ○ 受益者負担の適正化の余地あり

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明） ③ 効率性 ● 適切

○ 目的廃止又は再設定の余地あり

【有効性の評価】 ② 有効性 ○ 適切 ● 成果向上の余地あり

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ○

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

★ 評価結果の総括と今後の方向性

① 目的妥当性 ● 適切

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当
非
常
に
高
い

○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ●

根拠法令等を記入
魚津市市営住宅管理条例 第21条第1項 ○

○

直結度中 ○

直結度小 ○

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か） ●

法
令
義
務

法令などにより市による実施が義務付けられている ○

○
法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○

○

一
部
に
あ
る

大

直結度大
説
明

市営住宅のバリアフリー化など必要な対策によって居住環境の向上を図ることは、安全安心に暮らせるまちづくり
に必要な事業と考えられる。

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

平成 21 年度 （平成 20
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【1枚目】

○ ○ ● ○

②

③

③

②

③

●

○

富山、高岡、氷見、八尾、福光、新湊、井波、黒部、福野、大山、小矢部、砺波で住宅相談所が設けら
れている。

把握していない

4,205 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入) ◆県内他市の実施状況

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

特になし
把握している

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

656 656 656 656

336 336

2

80 80 80 80

336 336

平成18年度からは国庫補助は停止されたが、住宅を取り巻く情勢は少子高齢化・省エネ・環境・防災・耐震等、多様化しており市民の情報要求も多く、また高度になって
いる。

②事務事業の年間所要時間 (時間) 80

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 321

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 641

(千円)

320 320 320

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2 2 2 2

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計） (千円) 320 320

0

⑷一般財源 (千円) 320 320 320 320 320

0 0

0 0 0 0 0

⑶その他(使用料・手数料等)

0 0 0 0

0 0

0

⑵地方債

◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか）
財
源
内
訳

⑴国・県支出金 (千円)

(千円)

増改築・修繕の相談をする場所をつくって、適切な増改築・修繕の推進が図られるよう平成2年に相談所設置。 (千円)

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

住宅の取得や活用についての情報や情勢制度の充実により、住宅取得者が増加しています。

12 14 14 14 14

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

・住宅の維持管理や増改築に疑問・不安を相談をすることで解消出来る。
・悪質リフォーム業者等による増改築を防止できる。

① 相談会 開催回数 回

②

15 25 25 25① 年間利用件数 件 19

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

➡
活
動
指
標

主として中央通りのイベントホールで開設していた住宅相談所を、駅前の商業地に立地している大型商業施設（サンプラザ）のフロアに移し、
より多くの市民から相談を受けることができるようにした。

＊平成21年度の変更点

変更なし

16,583 16,500 16,500 16,500① 市民 世帯 16,564

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

➡
対
象
指
標

住宅情報を得たいと希望する市民の方々

◆事業概要（どのような事業か）

単
位

実績 計画

市民に対し、よりきめ細かに情報提供が可能となるよう関係団体と連携して、住宅の新･増改築に関する相談や、耐震診断・耐震改修を含めた専門的な技術相談、悪質リフォームに係るトラブルに関する相談
等への対応ができる住宅相談所を開設することを魚津市地域住宅相談所に対する補助事業。

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

目 １．住宅管理費

電 話 番 号 0765-23-1031 基 本 事 業 名 多様な形態に対応した市営住宅の整備

４．住宅費

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 ４．市直営 記 入 者 氏 名 高嶋 正司 区 分 住宅（整備）

建築住宅係 施 策 名 ２．住宅対策の推進 項当面継続 業務分類 ４．負担金・補助金 係 名 等事 業 期 間 開始年度 平成2年度 終了年度

政 策 名 第２節 快適にくらせるまちの形成 款 ８．土木費予 算 書 の 事 業 名 7.住宅関連情報提供事業 課 名 等 都市計画課

政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計 一般会計事 務 事 業 名 住宅関連情報提供事業 部 名 等 産業建設部

222022 予算科目 コード３ 001080401コード１ 03040300 政策体系上の位置付け コード２

20

事 業 コ ー ド 22201101 部･課･係名等

平成 21 年度 （平成
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【2枚目】

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

● 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

な
し

高い

説
明

補助事業であり受益者負担は妥当でない。

○ 平均

低い

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から） 年間の相談件数が20件程度であり、相談１件当りのコストが高い。
耐震化推進、アスベスト対策、リフォーム推進による住宅の延命化など市民生活に直結する重要な事業ではある
が、コストパフォーマンスとしては適当であるとは言い難いのでやり方の改善を検討する。

二次評価の要否
特定受益者あ
り・負担なし

説
明

補助事業であり受益者負担は妥当でない。

不要
適正化の余地なし

市の補助金交付事務のみで削減の余地なし

中･長期的
（３～５
年間）

新・増改築に関する相談のほか、耐震・ｱｽﾍﾞｽﾄ・建材に含まれる有害物質の問題等を解決でき
るような相談体制を構築していく。

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

市の担当者１名は、補助金の支払い事務のみであるため削減の余地は無い。

コストと成果の方向性

【効率性の評価】

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成22
年度）

なし コストの方向性

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。 ○

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

○

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明） ○

○ 終了 ○ 廃止

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 年度

○ コスト削減の余地あり

なし
説
明

成果向上の余地なし。 ④ 公平性 ● 適切 ○ 受益者負担の適正化の余地あり

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明） ③ 効率性 ● 適切

○ 目的廃止又は再設定の余地あり

【有効性の評価】 ② 有効性 ● 適切 ○ 成果向上の余地あり

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ●

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

★ 評価結果の総括と今後の方向性

① 目的妥当性 ● 適切

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当
､
サ
ー
ビ
ス
低
下

○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ○

根拠法令等を記入
○

○

直結度中 ○

直結度小 ○

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か） ●

関
与
縮
小

法令などにより市による実施が義務付けられている ○

○
法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○

○

一
部
に
あ
る

中

直結度大
説
明

住宅相談業務で住宅関する悩み事を解消できれば、市民の安心安全な暮らしを守ることになる。

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

平成 21 年度 （平成 20
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

20

事 業 コ ー ド 22299902 部･課･係名等

平成 21 年度 （平成

コード１ 03040300 政策体系上の位置付け コード２ 222999 予算科目 コード３ 001080401

事 務 事 業 名 住生活総合調査委託事業 部 名 等 産業建設部 政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計 一般会計

予 算 書 の 事 業 名 住生活総合調査委託事業 課 名 等 都市計画課 政 策 名 第２節 快適にくらせるまちの形成 款 ８．土木費

事 業 期 間 開始年度 平成20年度 終了年度 平成20年度 業務分類 ５．ソフト事業 係 名 等 建築住宅係 施 策 名 ２．住宅対策の推進 項 ４．住宅費

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 ４．市直営 記 入 者 氏 名 松島 千賀 区 分 その他 目 １．住宅管理費

電 話 番 号 0765-23-1031 基 本 事 業 名 その他

◆事業概要（どのような事業か）

単
位

実績 計画

国土交通省が実施する住生活総合調査実施業務のうち「統計調査員のとるべき措置」に掲げる業務に関し、県から委託を受けて実施する事業

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

➡
対
象
指
標

①調査世帯
②調査員

① 調査世帯
世帯
数

0 63 0 0 0

調査員 人数 0 3 0 0 0

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

➡
活
動
指
標

①調査区要図に基づき、調査員が調査世帯に調査票を配布し回収できるように調査員に説明をする。
②調査員が提出した調査票で封入提出以外の調査票に誤りがないか、調査票の審査を行い、県へ提出する。

＊平成21年度の変更点

なし

① 配布調査票枚数 枚数 0 63 0 0 0

0 0② 調査票審査回収枚数 枚数 0 58 0

① 調査票回収枚率 ％

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

調査世帯から正確な調査票の回収を行うことができる。
0 00 92.06 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

調査票を集計したデータが国の住宅施策の重要な基礎資料となる。

◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか）
財
源
内
訳

⑴国・県支出金 (千円)

(千円)

５年に一度、実施されている県からの委託事業 (千円) 0

⑶その他(使用料・手数料等)

0 62 0 0

0 0

0

⑵地方債 0 0 0 0

0

⑷一般財源 (千円) 0 0 0 0 0

0 0

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計） (千円) 0 62 0 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 0 1 0 0

個人情報の保護を理由に調査に協力してもらえない調査世帯が増えてくると予想される。 ②事務事業の年間所要時間 (時間) 0

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 0

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 0

(千円) 841 0

0

200 0 0 0

0 0

903 0 0 0

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205 4,205 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入) ◆県内他市の実施状況

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

特になし
把握している

県内の全市町村が調査を実施している

把握していない
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【2枚目】

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

● 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平成 21 年度 （平成 20

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

小

直結度大
説
明

国が実施するものであり、市の施策への直結度は低い

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か） ○

民
間
可
能

法令などにより市による実施が義務付けられている ○

○
法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○

●

該
当
し
な
い

○

直結度中 ○

直結度小 ○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当
､
サ
ー
ビ
ス
低
下

○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ○

根拠法令等を記入
平成20年住生活総合調査調査対象抽出要領 ○

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ●

なし
説
明

なし

★ 評価結果の総括と今後の方向性

① 目的妥当性 ● 適切 ○ 目的廃止又は再設定の余地あり

【有効性の評価】 ② 有効性 ● 適切 ○ 成果向上の余地あり

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明） ③ 効率性 ● 適切 ○ コスト削減の余地あり

なし
説
明

国からの委託を市が受理せず、国が直接実施する方法 ④ 公平性 ● 適切 ○ 受益者負担の適正化の余地あり

⑵ 今後の事務事業の方向性

○ 休止 年度

● ⇒⇒⇒⇒⇒⇒ 平成20年度

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明） ○

○ 終了 ○ 廃止

なし
説
明

なし ○

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

【効率性の評価】

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成22
年度）

５年ごとの委託調査のため、５年後まで調査は行われない。 コストの方向性

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

調査実施費用は県から支給されるが、額が少ないため市職員人件費は、市の負担となる。

中･長期的
（３～５
年間）

５年ごとの委託調査のため、５年後まで調査は行われない。 成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

担当者の人件費分が不足しており委託費の増額を要望。

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から） 県から依頼される5年毎の調査事務であり、削減できない適正な事業である。
二次評価の要否

特定受益者な
し・負担なし

説
明

なし

不要
適正化の余地なし

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

な
し

高い

説
明

なし

○ 平均

低い
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